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 大学等と地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさとミ

ライカレッジ事業）補助金交付要綱を次のように定める。 

 

  令和７年６月３０日 

 

南魚沼市長 林 茂 男  

 

 

   大学等と地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさ

とミライカレッジ事業）補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、大学等と地域が連携し、学生のフィールドワーク等を受け入れ

て実施する地域課題解決プロジェクト及びこれらの調査研究活動を支援することに

より、地域と大学等との交流を推進し、関係人口の増加及び地域の活性化を図るこ

とを目的として、当該活動に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交

付するものとし、その交付に関しては、南魚沼市補助金等交付規則（平成１６年南

魚沼市規則第５５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この告示の定

めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において、「大学等」とは学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

に規定する大学、大学院、短期大学及び高等専門学校並びにそれらの学生団体を

いう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号の全てに該当するものとする。 

(1) 南魚沼市外に所在し、大学等の学生及び指導監督する教員等で構成された団

体であること。 

(2) 南魚沼市暴力団排除条例（平成２４年南魚沼市条例第２号）第２条に規定す

る暴力団若しくは暴力団員又はこれらのものと密接な関係を有していないこと。 

(3) 別表第１の左欄に掲げる措置要件に該当し、同表右欄の交付停止期間を経過

していない者でないこと。 



（補助事業） 

第４条 この補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、学生やその

引率者が地域に滞在する等して取り組む次に掲げる事業とする。 

(1) 地域づくり事業 

ア 大学生等の移住や関係人口として地域と関わる事業 

イ 若者にとって魅力的な地域づくりに関する事業 

ウ 具体的な地域の課題解決を目的にする事業 

(2) 調査研究事業 地域づくり事業に関する学術調査及び研究に取り組む事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、補助金交付の

対象としない。 

(1) 営利を目的とする事業 

(2) 特定の個人又は団体の利益となる事業 

(3) 政治、宗教又は選挙活動を目的とする事業 

(4) 学校行事に当たる催し等 

(5) その他市長が不適当と認める事業 

（補助要件） 

第５条 補助事業の要件は、別表第２に定めるとおりとする。 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事

業に係る経費のうち、別表第３に掲げる経費とする。ただし、市長が不適当と認め

る経費は除く。 

（補助金の額等） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の額（当該補助事業が国、県又は大学等の補助

金等の交付対象となる場合は、補助対象経費から当該補助金等の額を除いた額）と

し、２５万円（市と包括連携協定を締結している大学等にあっては、５０万円）を

上限とする。 

２ 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。 

３ 補助金の交付は、同一大学等の同一補助事業に対しては、年度内において１回を

限度とし、通算３回までとする。 

（交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、大

学等と地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさとミ



ライカレッジ事業）補助金交付申請書（様式第１号）に次の書類を添えて、市長

が別に定める日までに提出しなければならない。 

(1) 活動計画書（様式第２号） 

(2) 収支予算書（様式第３号） 

(3) 誓約書（別紙） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第９条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、補助

金の交付又は不交付を決定し、大学等と地域が連携して取り組む地域課題解決プロ

ジェクト（南魚沼市ふるさとミライカレッジ事業）補助金交付（不交付）決定通知

書（様式第４号）により当該補助事業者に通知する。 

 （交付条件） 

第１０条 市長は、前条に規定する交付決定に当たり、補助事業者に対して、次に掲

げる条件を付するものとする。 

(1) 交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良な管理者の注意をもって

補助事業を行うこと。 

(2) 補助事業の内容の変更（軽微なものを除く。）をしようとするときは、あら

かじめ市長の承認を受けること。 

(3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、市長の承認を受けること。 

(4) 市長が必要と認めて指示したときは、補助事業の実施の状況に関し、実施状

況報告書を速やかに提出すること。 

(5) 補助事業が完了したとき（第３号の規定による補助事業の中止又は廃止の承

諾を受けたときを含む。）は、当該補助事業の完了の日（補助事業の中止又は廃

止の承諾を受けたとき（補助金の支払が発生しない場合を除く。）は、その承認

のあった日。以下同じ。）から別に定める日までに、又は補助事業が完了せずに

本市の会計年度が終了するときは、当該会計年度の末日までに実績報告書を市長

に提出すること。 

(6) 市長が補助事業の適正な遂行に必要な範囲において報告を求め、又は実地調

査を行おうとするときは、遅滞なくこれに応ずること。 

(7) 市長が補助事業に係る実績の報告等を受け、その報告等に係る補助事業の実

績が補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に適合しないと認めたときは、

市長の指示に従うこと。 

(8) 市長が第１７条の規定により補助金の全部又は一部の返還を請求したときは、



市長が指定する期日までに返還すること。 

(9) 第１７条の規定により補助金の返還請求の通知を受けたときは、補助金の受

領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場

合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）につき年１０．９

５パーセントの割合で計算した加算金を加えて返還すること。 

(10) 返還すべき補助金を期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から

納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５パーセントの割

合で計算した延滞金を納付すること。 

(11) 市長が実施する補助事業の評価に協力し、かつ、その結果に基づく市長の判

断に従うべきこと。 

（申請の取下げ） 

第１１条 補助事業者は、第９条に規定する交付決定の内容又はこれに付された条件

に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、当該交付

決定の通知を受けた日から１４日以内に、大学等と地域が連携して取り組む地域課

題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさとミライカレッジ事業）補助金交付申請取下

書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請の取り下げがあったときは、当該申請に係る補助

金の交付決定はなかったものとみなして措置するものとする。 

（補助事業の内容変更） 

第１２条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、大学等と地域が連

携して取り組む地域課題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさとミライカレッジ事業）

補助金変更承認申請書（様式第６号）を提出し、あらかじめ承認を受けるものとす

る。 

(1) 補助事業の内容の変更（補助対象経費の減少が２割以内の変更の場合を除

く。）をしようとするとき。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業等の遂行が困難に

なったとき。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、大学等

と地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさとミライ

カレッジ事業）補助金変更承認（不承認）通知書（様式第７号）により、当該補

助事業者に通知するものとする。 

 （実績報告等） 



第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該補助事業の完了の日から

起算して３０日以内又は交付決定を受けた日の属する年度の３月末日のいずれか早

い日までに、大学等と地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト（南魚沼

市ふるさとミライカレッジ事業）補助金事業実績報告書（様式第８号）に次の書類

を添えて、市長に報告しなければならない。 

(1) 活動報告書（様式第９号） 

(2) 収支決算書（様式第３号） 

(3) 参加者名簿 

(4) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした証拠書類 

(5) 補助事業に係る写真 

(6) その他活動内容がわかる補足資料 

(7) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、補助事業者が前項の規定による報告を提出できないやむを得ない理由が

あると認める場合は、期限について猶予することができる。 

（補助金の額の確定） 

第１４条 市長は、前条第１項の規定による報告を受けたときは、その内容の審査及

び必要に応じて行う実地調査等により、当該報告に係る補助事業の実績が補助金の

交付決定の内容及びこれに付された条件に適合すると認めたときは、交付すべき補

助金の額を確定し、大学等と地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト

（南魚沼市ふるさとミライカレッジ事業）補助金交付額確定通知書（様式第１０号）

により当該補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第１５条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、前条の規定によ

る通知を受けた日から起算して２０日以内に、大学等と地域が連携して取り組む

地域課題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさとミライカレッジ事業）補助金交付

請求書（様式第１１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、特に必要があると認めるときは、補助金の額が確定する前に補助金を概

算払により交付することができる。 

３ 交付決定者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとするときは、大学等

と地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさとミライカ

レッジ事業）補助金概算払請求書（様式第１２号）を市長に提出しなければならな

い。 

（帳簿等の保存） 



第１６条 補助事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当

該収入及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の

確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の

属する年度の終了後５年間保管しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１７条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(2) 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(3) 規則又はこの告示の規定に違反したとき。 

(4) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

２ 市長は、前項の規定による取り消しをしたときは、大学等と地域が連携して取り

組む地域課題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさとミライカレッジ事業）補助金交

付決定取消通知書（様式第１３号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還等） 

第１８条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合にお

いて、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、大学等と地域が連携し

て取り組む地域課題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさとミライカレッジ事業）補

助金返還請求書（様式第１４号）により、当該補助金の返還を請求するものとする。 

（報告及び調査） 

第１９条 市長は、補助金交付に関し必要があると認めるときは、補助事業者に報告

を求め、又は実地に調査することができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定による報告の指示があった場合は、速やかに大学等と

地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト（南魚沼市ふるさとミライカレ

ッジ事業）補助金遂行状況報告書（様式第１５号）を市長に提出しなければならな

い。 

３ 市長は、前２項の規定により、補助事業者に報告を求め、又は実地調査を行った

上で、補助事業の遂行状況等が交付申請時の内容と著しく相違が見られる場合は、

改善内容を明示して補助事業者に指導を行うものとする。 

４ 市長は、前項の指導を行ったにもかかわらず、改善の兆しが見えない補助事業に

対しては、補助金交付の取消しの処分を行うものとする。 

５ 市長は、前項の規定による補助金交付の取消しの処分を行う場合は、第１７条及

び第１８条の規定を準用する。 



（その他） 

第２０条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

    

   附 則 

この告示は、令和７年７月１日から施行する。 

 

別表第１（第３条関係） 

措置要件 交付停止期間 

偽りその他不正の手段によって補助金等

の交付を受け、又は融通を受けたとき。 

処分を発した日又は補助金等を返還した

日のいずれか遅い日から３６月 

補助金等の他の用途への使用があったと

き。 

処分を発した日又は補助金等を返還した

日のいずれか遅い日から１２月 

補助事業の実施に当たり、補助金等の交

付の決定の内容又はこれに付した条件そ

の他法令、条例又は規則に違反し、当該

違反行為の態様が悪質で補助金等の交付

の相手方として不適当であるとき。 

処分を発した日又は補助金等を返還した

日のいずれか遅い日から８月 

事業完了後の調査対象期間中において、

期限までにその報告をしなかったとき

（天災地変等報告者の責に帰すべき事情

によらない理由がある場合を除く。） 

処分を発した日又は補助金等を返還した

日のいずれか遅い日から６月 

 

別表第２（第５条関係） 

補助事業 補助要件 

地域づくり事業 １ 学生及び指導監督する教員等で構成さ

れた４名以上の団体で実施する市内にお

ける地域づくり活動を対象とする。 

２ 活動期間中の市内でのフィールドワー

ク日数を概ね１４日以上（複数回に分け

て地域に滞在する場合を含む。）とする。 

調査研究事業 １ 学生及び指導監督する教員等で構成さ 



 れた２名以上で実施する市内での地域づ

くり事業に関する調査研究を対象とす

る。 

 ２ 活動期間中の市内でのフィールドワー

ク日数を概ね１４日以上（複数回に分け

て地域に滞在する場合を含む。）とする。 

 

別表第３（第６条関係） 

区分 補助対象経費 

旅費 １ 大学等の所在地と市内活動地域との往復及び市内での

活動にかかる交通費 

２ 市内での宿泊費（食費は含まない。） 

委託料 補助事業で必要な活動に関する委託費 

消耗品費 活動に必要な消耗品費 

燃料費 市内での活動にかかる機材及び車両等の燃料費 

市内での活動に伴う使

用料及び賃借料 

１ 滞在及び活動に必要な会場借上料 

２ 滞在に必要な寝具等のレンタル代 

３ レンタカー、レンタルサイクル代 

入場料 活動に必要な市内施設への入場料 

その他 その他補助事業を実施する上で必要な経費 

 


